（別紙）
第66回中小企業団体大阪大会及び
第76回中小企業団体全国大会要望事項
総合

	［重点要望事項］

	1． 中小企業が業績の改善・向上を伴う持続的な賃上げができるよう、あらゆる施策を総動員し
て、賃上げの原資が確保される環境整備を図るとともに、支援策の強化・拡充を図ること。

	【背景及び要望理由】

	令和6年の春闘において、大手企業からは、過去最高となる満額回答が相次ぐなど歴史的な賃上げとなっている。また非正規労働者にも賃上げの動きが広がっている。連合が4月4日発表した賃上げ率が平均で5.24％で、これは平成3年の5.66％以来33年ぶりの高水準である。この流れを受けて賃上げを実施する中小企業が増加している。しかしそれは業績の改善・向上を伴わない賃上げである。従業員の生活を支えるため、転職を防止しつなぎ止めるため、求職者へのアピールのため、といったやむを得ない理由による賃上げ、いわゆる「防衛的賃上げ」である。

財務省の令和6年4月の調査において、今年度ベースアップを実施すると回答した企業は、大企業で昨年度より3ポイント余り多い81％、中小企業も、昨年度より8ポイント余り多い63％に上り賃上げの動きが広がっている。また、ベースアップの引き上げ率を尋ねたところ、「3％以上」と回答した企業は大企業で68％、中小企業でも52％といずれも半数以上に上った。一方「人件費を取引価格に上乗せできているか」という質問に対しては、「十分にはできていない」とか、「全くできていない」と回答した企業が大企業で44％、中堅・中小企業で50％といずれも半数前後に上っており、賃上げの動きを持続していくためには、いかに取引先の理解を得て、原資を確保していくかが課題となっている。

令和6年度における賃金引上げを実施する理由として、「社員のモチベーション向上、待遇改善、離職防止」と回答した企業が最多。具体的な企業の声としては、「人材確保や社員の生活環境改善のために引き上げる」などが聞かれた。令和6年度における賃金引上げを実施しない理由として、「業績（収益）低迷（見通し含む）」と回答した企業が最多。具体的な企業の声としては、「物価上昇に伴う収益減により、賃上げ原資が確保できない」などが聞かれた。中小企業が、継続して賃上げを行うためには、人件費相当の費用の価格転嫁を進めるとともに、業績の改善・向上を図ってゆく必要がある。そのためには、関係省庁間の連携を密にし、あらゆる施策を総動員する必要がある。具体的に必要な環境整備・支援策は次の通りである。1. 賃上げ促進税制の拡充、2. 価格転嫁対策の強化、3. 生産性向上支援の強化、4. 雇用の流動化の促進、5. 中小企業経営者の意識改革、6. 金融支援の拡充、7.中小企業向けの経営相談の充実。


	［重点要望事項］

	2．我が国の雇用の7割を支える中小小規模事業者が、賃上げに必要となる十分な原資を確保で
きるよう、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知・活用を促進するとと
もに、転嫁拒否が疑われる事案に対しては厳しい罰則を設けるなど、政府主導で強力かつ実効性
のある価格転嫁対策を講じること。

	【背景及び要望理由】

	中小小規模事業者の賃上げ原資の確保に向けては、適切な価格転嫁の促進が重要となる。

2024年版中小企業白書・小規模事業者白書概要版によると、中小小規模事業者の価格転嫁状況について、価格交渉が可能な取引環境が醸成されつつあるものの、コスト増加分を十分に転嫁できておらず、転嫁率向上のための取組み強化が課題となっていることが示されている。

中小企業庁が令和5年9月に実施した「価格交渉月間フォローアップ調査」の結果によると、直近6ヶ月のコスト上昇分のうち、何割を価格転嫁できたかの回答について、コスト全体における転嫁率が45.7%で、前回調査の47.6％から微減となっており、依然として価格転嫁が十分に進んでいない状況となっている。コスト別では、原材料費が45.4％、エネルギー費が33.6%、労務費が36.7％で、労務費とエネルギー費は、原材料費と比べて約10％低い水準となっている。

原材料価格やエネルギー価格、労務費等のコスト上昇が続く中、中小小規模事業者が賃上げの原資を確保するためには、取引先の理解を得たうえで、コスト上昇分を適切に価格転嫁できる環境の整備が必要であり、そのためには、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知・活用を促進するとともに、優越的地位の濫用に関する独占禁止法の執行強化や転嫁拒否が疑われる事案についての罰則の適用など、政府主導で強力かつ実効性のある価格転嫁対策を講じる必要がある。


	［重点要望事項］

	3. 国及び地方公共団体は、「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」に基づき、官公需対策を拡充・強化するため、次の対策を講じること。

（１）官公需発注機関に対して、官公需適格組合制度の周知を徹底するとともに、その趣旨に鑑み、随意契約の対象として明記するなど、官公需適格組合への発注増大に努めること。また、中小企業への随意契約の活用を促進するために、少額随意契約の適用限度額を大幅に引上げること。

（２）「令和6年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、物価高に負けない賃上げ実現のため、官公需においても価格転嫁を進める旨が新たなに明記されたが、その内容が、国・地方公共団体など全ての発注機関において適正に運用されるよう周知・指導を徹底すること。

（３）「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」で示している中小企業向け契約目標について、国が率先して目標達成に向けて取組むとともに、地方公共団体においても同様の取組みが行われるよう周知・指導を徹底すること。

	【背景及び要望理由】

	（１）令和4年度の官公需契約総額に対する中小企業向け契約割合は49.8％で、平成21年度以降で最も低い契約割合となった。一般競争入札・電子入札の導入による応札企業の増加や、採算性を度外視した低価格での入札などにより官公需受注を巡る環境は厳しさを増している。

中小企業が官公需契約を受注していくためには、「中小企業者に関する国等の契約の方針」に示された「官公需適格組合等の活用」、「ダンピング防止対策の推進」、「分離･分割発注の推進」、「働き方改革に留意した発注」、「労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇への対応」などの事項が推進される必要がある。

また、官公需適格組合の一層の活用のためには、発注機関における官公需適格組合制度の目的や趣旨への理解が重要になるが、制度自体の存在を知らない発注機関が増加するなど、発注機関側の制度に対する認識は極めて低い状況である。

こうした状況を受け、大阪府官公需適格組合協議会では、啓発ポスター等の制作配布により、制度の普及啓発活動を行っているところであるが、発注機関側においても、積極的に制度の周知・理解の促進に取り組むとともに、「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」においても官公需適格組合の積極的な活用が明記されていること等を踏まえ、官公需適格組合を随意契約の対象とすることを明記するなど、官公需適格組合の一層の活用を促進するべきである。

加えて、国及び地方公共団体においては、「予算決算及び会計令」、「地方自治法施行令」による少額随意契約について、昨今の原材料費やエネルギー価格、労務費等のコスト上昇の影響を考慮し、適用限度額を大幅に引き上げるとともに、中小企業及び官公需適格組合を積極的に活用すべきである。
＜　少額随意契約　適用限度額　＞

国・都道府県・指定都市
市町村
工事又は製造の請負
250万円

130万円

財産の買入れ

160万円

80万円

物件の借入れ

80万円

40万円

工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外
100万円
50万円
（２）国は、「令和6年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、「物価高に負けない賃上げ」の実現に向け、官公需においても価格転嫁を進めるため、物価や労務費の上昇に際し、以下3点の措置を講じた。

①公共工事の契約におけるスライド条項の適切な運用確保のための記載を追加 

②物品・役務の契約において、発注者（国等）側の自発的な対応に加え、受注者から契約変更の申出があった際の協議の迅速化や申出の円滑化への配慮に係る記載を追加 

③原材料費やエネルギーコストの上昇への対応にあたっては、適切なコスト増加分の全額転嫁を目指すこととしている政府方針（※1）、労務費については、内閣官房・公正取引委員会が示した「労務費の指針」（※2）の趣旨を最大限に考慮する旨の記載を追加

（※1）経済財政運営と改革の基本方針2023（令和5年6月16日閣議決定） 

（※2）労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（令和5年11月29日策定）

しかしながら、令和6年4月に、大阪府官公需適格組合協議会が、会員（官公需適格組合）を対象に実施したアンケート調査の結果では、「官公庁からの受注案件は、原材料価格や人件費高騰分が価格に転嫁されているか」との問いに対して、「はい」と回答した組合の割合は50％に留まっており、価格転嫁率についても75％未満との回答が71％を占めており、価格転嫁が十分に進んでいるとは言い難い状況となっている。こうした状況を早期に改善するためにも、国が率先して基本方針を遵守するとともに、地方自治体に対しても同様の指導を行うことで、官公需における価格転嫁を適切に進める必要がある。

（３）国は、官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律に基づき、毎年度、官公需における中小企業向け契約目標等を設定のうえ、「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」を閣議決定しているが、中小企業向け契約割合については、平成21年度以降、一度も目標が達成されたことがないため、国が率先して目標達成に向けて取組むとともに、地方公共団体においても同様の取組みがなされるよう周知・指導を徹底すること。




	［重点要望事項］

	4．2025年大阪・関西万博においては、その経済効果が中小小規模事業者にも波及するよう、次
の措置を講じること。

（１）会場整備や運営における調達案件に関しては、「官公需についての中小企業者の受注の確
保に関する法律」の理念を尊重して、幅広い分野で中小企業、中小企業組合及び官公需適格組合
に発注すること。また、会場建設の最終工程を担う、設備や内外装、展示工事等について、適切
な工事期間が確保されるよう、国・万博協会は、工事全体が円滑に進むよう万全の対策を講じる
こと。

（２）中小企業組合等が万博と連携して実施する機運醸成のイベントや、万博来場者の需要を獲
得するために実施する会期中の会場外イベント、万博来場者を各地域・イベントに誘客するため
のプロモーション等に対する支援策を構築すること。

（３）万博パビリオン等に出展する中小小規模事業者の製品開発や出展に係る経費について、資
材費高騰等に直面していることを踏まえ、財政支援等の措置を講じること。

	【背景及び要望理由】

	大阪・関西万博は、令和7年4月13日（日）から令和7年10月13日（月）までの184日間で、来場者数2,820万人、経済効果として約2兆円が想定される、大阪・関西、そして日本の成長を持続させる起爆剤として期待されるビックプロジェクトである。

大阪・関西万博は、大阪の中小企業のアイデア、技術力や製品を世界にアピールする絶好の機会であるため、中小企業や中小企業組合が、パビリオン出展、催事、営業参加や関連イベントなどに参画し、万博を契機に持続的な成長・発展につなげていくことが重要であるため、下記の対策を講じる必要がある。

（１）大阪・関西万博の経済効果を中小小規模事業者に波及させるためには、会場の建設、設備の導入、物品の購入、営業・催事、運営等における調達案件において、中小小規模事業者に発注を行う必要がある。

また、調達案件の参画要件の設定においては、大手と比べて資本力が限られる中小小規模事業者に過度な負担が生じることがないよう配慮するとともに、中小小規模事業者、中小企業組合及び官公需適格組合を積極的に活用することで、経済の好循環へとつなげていくべきである。

一方で、会場建設を担う建設業、運送業においては、原油・資材価格の高騰や人手不足などが課題となる中、令和6年4月1日から、働き方改革関連法による時間外労働の上限規制が適用されたほか、会場となる夢洲は交通アクセスが脆弱なうえ、資材、機材、車両などの保管場所や給水・電気などのインフラが不十分なため、本会の会員組合からも建設現場における工事環境の改善を求める声が寄せられている。

こうした状況から、特に、会場建設の最終工程を担う設備や内外装、展示工事等について、会場建設工事の遅れに伴う工期の短縮など、開幕ありきによるしわ寄せや過度な負担が及ぶことがないよう、国・万博協会においては、関連団体、施行業者等と協議のうえ、現場で不足する設備・資材の手配・搬送に関する調整や、工事施工環境の整備・改善に向けて必要な取組みなど、会場建設工事全体が効率的かつ円滑に進むよう万全の対策を講じる必要がある。

（２）大阪・関西万博の機運を醸成し、その経済効果を拡大するためには、我が国の99.7％を占める中小小規模事業者の参画が必要不可欠である。

また、大阪・関西万博を契機に、中小小規模事業者が持続的に発展していくためには、約半年間にわたるこの機会を活用し、中小小規模事業者が連携のうえ、自らがその魅力を発信することで、国内外からの需要を獲得していく必要がある。

大阪・関西万博を一過性のイベントとして終わらせないためにも、資本力に限りがある中小企業組合等が、大阪・関西万博のテーマやコンセプトに沿って実施する機運醸成イベントや、会期中に万博来場者の需要を獲得するために実施する会場外イベント、万博来場者を各地域やイベントに誘客するために行うプロモーション事業などに対する支援策が必要である。

（３）資本力の乏しい中小小規模事業者が、万博パビリオン等への出展をきっかけに、新たな需要を獲得するためには、万博の来場者に対して自社製品等の魅力を十分に発信することが重要であり、そのためには、製品等の改良や開発、会場設営など、出展に係る経費に対する支援策が必要である。


	［要望事項］

	5．中小小規模事業者の新たな成長、持続的発展に向けた取組みを後押しするため、次の支援策
を講じること。

（１）ITの導入やデジタル化による生産性向上等の取組みを支援する「IT導入補助金」等につ
いて、DXの推進に資するシステム・設備の導入など、支援策を拡充すること。

（２）組合等を活用した中小小規模事業者の販路拡大を実現するため、「共同・協業販路開拓支
援補助金」について、切れ目のない複数年にわたる予算措置を講じること。

	【背景及び要望理由】

	（１）日本商工会議所が、令和5年7月から8月にかけて、全国の中小企業6013社を対象に実施した「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」によると、「人手が不足している」と回答した企業の割合が68％にのぼり、調査を開始した平成27年以降で過去最大となるなど、中小小規模事業者の人手不足が深刻化している。

また、これまでは、生産年齢人口の減少を補う形で女性・高齢者の就業が進んできたが、足下は就業者数の増加が頭打ちとなっていることから、今後、人手不足がさらに深刻化する恐れがあるほか、原油・原材料価格高騰、円安、気候の変動、災害の増加など、激変する事業環境にも柔軟に対応していくことが求められている。

こうした状況下、中小小規模事業者が新たな成長や持続的に発展していくためには、DXの推進やAIの活用による業務の効率化による生産性の向上、付加価値向上等の取組みが必要不可欠であるが、「費用負担が大きい」、「デジタル化を推進できる人材の不足」といった理由により取組みが遅れている状況である。

成長意欲のある中小小規模事業者が、資金、ノウハウの有無に関わらず、AIの活用やDXの推進に積極的に取り組むことができるよう、「IT導入補助金」等について、DXの推進に資するシステム・設備の導入など、さらに支援策を拡充する必要がある。

（２）資金や人材などのリソースが不足する中小小規模事業者が、新たな成長や持続的発展に向けた取組みを行うためには、中小企業の連携組織である組合等を活用し、互いに足らざる経営資源を補完しながら販路拡大に取り組んでいくことが効果的である。

組合等の地域振興機関等中心的な役割を担い、複数の中小小規模事業者の商品・サービスの販路開拓の取り組みを支援する「共同・協業販路開拓支援事業」について、多くの中小小規模事業者が参画できるよう、複数年にわたり切れ目なく支援を行う必要がある。


	［要望事項］

	6．組合等の連携組織を通じて中小企業の活性化に取り組んでいる中小企業団体中央会に対し、
中小企業等協同組合法第74条に規定された事業を円滑に行うことが出来るよう財政措置を講じ
ること。

また、中小企業等協同組合法を改正し、中小企業団体中央会に対する都道府県の財政措置を明
記すること。

	【背景及び要望理由】

	中小企業組合の設立・運営、事業展開を専門的に支援している中小企業団体中央会に対する「中小企業連携組織対策推進事業予算」については、三位一体改革による税源移譲により、中小企業連携対策予算に係る都道府県向けの国庫補助が廃止され、平成18年からは、全て都道府県の裁量に委ねられたことにより、各都道府県の中小企業団体中央会に対する補助金の財政措置状況は縮減傾向にある。

　特に大阪府では、平成23年度に中小企業組織化対策事業の大幅な見直しを行い、大阪府中央会への補助金を全廃、新事業を創設し、予算規模を大幅に削減した。

これは、中小企業施策の基本的な考え方と方針を明らかにした「中小企業憲章」（平成22年6月18日閣議決定）に明記された「中小企業組合、業種間連携などの取り組みを支援し、力の発揮を増幅する。」という基本原則に反し、中小企業組合の重要性が改めて確認されているにもかかわらず、このような大幅な削減を行うことは、国の施策にも大きく反するものである。

また、大阪府においても、中小企業の振興について、府の責務、基本方針等を明らかにした「大阪府中小企業振興基本条例」（平成22年6月施行）に明記された、「中小企業の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講じるよう努めるものとする。」の趣旨に反するものである。

　中央会が協同組合法に規定された事業を遂行するためには、少なくとも平成22年度並の予算措置を講じ、併せて中央会に対する財政措置について中小企業等協同組合法に明記する法改正を行う必要がある。


	［要望事項］

	7．事業承継を円滑に推進するためには、後継者難倒産を防止することが重要である。このため、
事業承継に係る支援策の周知・相談体制の充実・強化を図ること。

	【背景及び要望理由】

	帝国データバンクが、令和5年10月に、全国・全業種約27万社を対象に行った「全国後継者不在率動向調査」によると、令和5年の後継者不在率は53.9％で、調査を開始した平成23年以降、過去最低を更新し後継者問題は改善傾向が続いているとしている。

令和5年度の事業承継の動向として、血縁関係によらない役員・社員を登用した「内部昇格」によるものが35.5％に達し、これまで最も多かった身内の登用など「同族承継」の33.1％を上回り、事業承継の手法として初めてトップとなった。また、買収や出向を中心とした「M&Aほか」20.3％、社外の第3者を代表として迎える「外部招聘」7.2％など、親族外承継の占める割合も増加している。

その一方で、令和5年の「後継者難倒産」は、564件（前年比18.5％増）発生し、過去最多を大幅に更新している。経営者の病気・死亡が約4割を占めるものの、事業承継がうまくいかない企業が増加するなど、二極化が進んでいる。

令和4年度の事業承継に関するセンターへの相談者数は、22,361者（前年度比107%）と過去最高となっている。また、第三者承継（M&A）の成約件数についても、1,681 件（前年度比111%）と、同じく過去最高を記録した。創業希望者と後継者がいない中小企業の事業の引継ぎの橋渡しを行う後継者人材バンク事業は、登録者数が1,345者、うち成約まで至ったものが48件（前年度比147%）と前年度並みの実績となり、累計登録者数は6,962者となった。

日本の企業経営者の平均年齢は61歳に迫り、事業承継の適齢期を迎えていることから、事業承継に対する支援ニーズは依然大きく、後継者難倒産を防止するためにも、支援策のさらなる啓蒙や相談体制の強化・拡充とともに、後継者不在企業に対する後継者の育成、外部人材や経営幹部人材の紹介・マッチング、後継者決定後の支援など、企業の課題や実情にあわせたきめ細かな支援が重要となってくる。

　事業承継は経営資源の散逸を防ぐとともに、経営者の世代交代により、企業を変革する好機でもあることから、支援策の周知・相談体制の充実・強化を図る必要がある。


	［要望事項］

	8．個人事業者や一人親方等による業務の請負、いわゆる「フリーランス」事業者に関する問題
に対応するため、フリーランス保護新法が制定されたが、施行に際して次の施策を行うこと。

（１）取引の適正化と就業環境の整備を含め、新法で規定されている内容が実行されるよう必要
な措置を講じること。

（２）発注事業者の法令順守のための普及・啓発を強化すること。

（３）フリーランスが自分の能力や資格を活かして事業活動が行えるよう、新法に則った必要な
支援を行うこと。

	【背景及び要望理由】

	「フリーランス」とは、業務に応じて企業や団体と自由に契約を交わし働く人のことをいい、個人事業者に該当する。近年、働き方の多様化が進展し、特に、デジタル社会の進展に伴い、フリーランスという働き方が普及している。フリーランスの多い職業として、ライター、デザイナー、イラストレータ、編集者、プログラマー（SE）、webマーケター、動画クリエイター、カメラマンなどがある。令和4年度「就業構造基本調査（総務省）」によると、本業がフリーランスの数は約209万人で、国内の全事業者に占める割合は3.1％である。本業と副業を兼ねている人は約6.4万人、副業のみのフリーランスは約48万人いるとされる。

最近、フリーランスが取引先との関係で様々なトラブルが生じていることが問題となっている。フリーランスの約4割が報酬不払い、支払遅延などのトラブルを経験している。またフリーランスの約4割が記載の不十分な発注書しか受け取っていないか、そもそも発注書を受領していない。背景として一人の個人として業務委託を受けるフリーランスと、元請けである組織たる発注事業者との間には、交渉力や情報収集力の格差が生じやすいことがある。個人である受注事業者は組織である発注事業者から業務委託を受ける場合において、取引上、弱い立場に置かれやすい。このような背景があることから、令和5年2月24日、「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（フリーランス保護新法）が国会に提出され、同年4月28日に成立した。この法律では、発注事業者の取引内容の明示義務、不当な取引条件の禁止、ハラスメントの防止等、フリーランスと発注事業者との間における取引の適正化と、フリーランスの就業環境の整備について定められている。

フリーランスとして働くことには、自分の能力や資格を活かせる、働く時間や場所の自由が確保できるといったメリットがある。また多様な働き方の確保や副業・兼業の促進にもつながることから、フリーランスの普及を図っていくべきである。またフリーランス保護新法の施行の際には、フリーランスが適切に法的な保護を受けられるようにすべきである


金融

	［重点要望事項］

	1．商工組合中央金庫は、政府保有の株式売却後も組織金融機関という基本理念に加えて、中小企業団体中央会等が新たに株主となることを十分に踏まえて、中央会会員組合及び組合員企業が賃上げ、人材確保、DX推進等の課題を解決し、持続的な発展ができるよう機能の充実・強化を図ること。　

	【背景及び要望理由】

	政府保有の商工中金株式について、令和7年3月までに売却することが決定している。売却に際しては、新たに株主資格として中小企業団体中央会及び中央会の会員組合・組合員企業が加えられた。

商工中金は、民間金融機関では対応困難な組合及び組合員企業における、事業の円滑な継承、生産性向上、事業再生、財務改善、新事業進出等の様々な課題対応やニーズに対して、組合サポートを行っている。

商工中金は、政府保有株式売却後は、中小企業団体中央会等が新たに株主になることを十分に踏まえて、これまで以上に「中小企業のための金融機関」としての役割を強化し、単なる融資を行うだけでなく、中小企業組合及びその組合員企業の新たなビジネスモデルの実現やDX支援、人材確保支援など、中小企業の課題に沿ったきめ細かな支援を実施するために、機能の充実・強化を図るべきである。


	［要望事項］

	2．内閣府策定の「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」に基づく金融機関の事業
性融資については、スタートアップだけでなく、新しい資本主義の実現に向け事業再構築等を行
う中小企業が円滑に資金調達を行えるように、民間金融機関による事業性評価融資の拡充など、
制度の充実を図ること。

	【背景及び要望理由】

	令和4年5月に内閣府が「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」を策定した。この計画に基づき、経営者の個人保証を不要とすること、不動産担保等によらず事業性評価により融資をすることが求められており、個人保証不要の制度が創設されるなど進展している。

DXやGX等に伴う産業構造の変化が生じている中、工場等の有形固定資産を持たないスタートアップを含めた中小企業等にとっては、不動産担保や個人保証なしに融資を受けることは難しく、企業の成長のための資金を経営者の意向に応じて最適な方法で調達できるよう環境整備することが必要である。

経営者保証を不要とする融資制度が始まり、思い切った事業展開を行うことが可能となりつつある。しかしながら、企業の事業内容や保有するノウハウを評価して融資を行う事業性評価融資については、制度はあるものの一部の民間金融機関での実施にとどまっている。スタートアップを含めた中小企業が自社で保有するノウハウや無形資産が評価され、成長資金が調達できる制度の拡充を民間金融機関へ働きかけるとともに、民間金融機関が主体となって投資型クラウドファンディングを組成し資金調達の多様性を確保できる制度の構築を要望する。


	［要望事項］

	3．中小企業の事業再生や事業再構築に向けた措置として、コロナウィルス関連融資等の借入債
務について、コロナ借換保証制度の有効的な活用や事業者の返済能力に応じて返済条件の緩和、
返済猶予、融資金利見直し等事業者への配慮を行うこと。

	【背景及び要望理由】

	コロナウィルス感染拡大に対応するための無利子・無担保融資の返済が令和6年4月以降2回目のピークを迎えている。新しい資本主義の実現を見据え、コロナウィルス関連融資からコロナ借換保証制度へスムーズな移行が求められる。

コロナウィルス関連融資利用により、企業の債務残高は大幅に増加している。帝国データバンクの令和6年2月実施の調査によると、コロナウィルス関連融資の借入企業の約12%が今後の返済に不安を感じており、コロナウィルスの影響による業績が落ち込んでいる業種や人件費・光熱費・原材料費の高騰の影響を受ける業種へ返済条件の緩和、返済猶予、融資金利見直し等の事業者への配慮が必要である。


税制

	［重点要望事項］

	1．法人事業税における外形標準課税の中小企業への適用拡大は絶対に行わないこと。また、中小企業・小規模事業者の法人税の軽減税率を恒久化すること。

	【背景及び要望理由】

	外形標準課税は、資本の額や従業員に払った給与総額など企業の規模を示す「外形」に課税する法人事業税で、税負担の公平性の確保、税収の安定性等の観点から、平成16（2004）年度に導入され、所得割の税率引下げとあわせて段階的に拡大されてきた。これは、企業の業績にかかわらず赤字の場合も納税義務があるが、中小企業を保護するため、資本金1億円以下の中小法人の場合は外形標準課税が適用されず、資本金の額が１億円を超える大企業に限定されている。こうした優遇策を逆手に取り、資本金１億円超の大企業が減資を行い、税制上では中小企業となる事例が増加している。

これを受けて令和6年度税制改正では外形標準課税の適用が拡大され、令和7年度から外形標準課税の対象法人は、現行基準である資本金1億円超を維持したうえで、当分の間、前事業年度に外形標準課税の対象であった法人であって、当該事業年度に資本金1億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が10億円を超えるものは外形標準課税の対象とする追加基準が設けられることとなった。

今回の改正においては、大企業の減資への対応として行われるものであり、課税対象を中小企業やスタートアップに広げるものではないが、中小企業に適用拡大された場合の影響は甚大であることから、中小企業への外形標準課税の適用拡大には断固反対する。

また、法人税では、年間800万円以下の所得金額に対する税率が本則19％から 15％に軽減される租税特別措置が適用されており、適用期限は令和7年（2025年）3月31日までとなっている。当税制措置は、例年約 90 万社が適用されており、中小企業・小規模事業者の経営基盤の安定・強化を図る極めて重要な税制である。

円安等による原材料価格の高騰、深刻化する人手不足に伴う賃上げ、コスト増加や価格転嫁の遅れによる収益の圧迫など、中小企業・小規模事業者を取り巻く事業環境は先行き不透明である中、中小企業・小規模事業者の活性化や経営基盤の強化を図ることは永続的な課題であることから、恒久化すべきである。


	［重点要望事項］

	2．インボイス制度については、中小・小規模事業者の負担軽減を図るため、次の対応策を講じること。

（1）特例等については、免税事業者等からの仕入れに係る経過措置の終了後においても、多くの免税事業者が市場取引から排除されることを防ぐため、中小企業・小規模事業者の負担軽減を目的とした支援策を講じること。

（2）少額特例を恒久的措置とすること。

（3）免税事業者である協同組合等との取引を行った場合については、インボイスを発行できる新たな制度を創設すること。

（4）インボイス制度の導入により、消費税納税者数及び申告事務の大幅な増加が見込まれることから、消費税と所得税の確定申告の期限を統一すること。

	【背景及び要望理由】

	インボイス制度は令和5（2023）年10月より開始され、「令和5年度税制改正大綱」において、インボイス制度開始後の令和5年10月から令和11年9月までの6年間、免税事業者等からの課税仕入れについては仕入税額相当額の一定割合を仕入税額とみなして控除できる経過措置が設けられた。（①免税事業者等からの仕入れに係る経過措置）
そして、基準期間における課税売上高が１億円以下または特定期間における課税売上高が5,000万円以下である事業者は、令和5年10月から令和11年9月までの6年間、１万円未満の課税仕入れについてはインボイス（適格請求書）の保存がなくとも帳簿の保存のみで仕入税額控除が可能となる少額特例（②一定規模以下の事業者に対する事務負担の軽減措置）も講じられた。

令和11年10月以降、経過措置（①）は終了することになるが、多くの免税事業者が市場取引から排除されることを防ぐため、経過措置の終了後においても中小企業・小規模事業者の負担軽減を目的とし、簡易課税のみなし仕入れ率を上げるなどの対応策を講じることが求められる。

少額特例（②）は①と同様に令和11年9月末で終了することになるが、中小企業・小規模事業者の事務負担を軽減するため恒久的措置とすべきである。

　免税事業者である協同組合との取引を行った場合については、インボイスを発行できる新たな制度を創設することが求められる。

また、確定申告の期限については、消費税が3月31日まで、所得税は3月15日までと納期限が異なっている。インボイス制度の導入により、消費税納税者数及び申告事務の大幅な増加が見込まれることから、所得税の納期限についても消費税と同様、3月31日までとし、統一することが求められる。


	［要望事項］

	3．中小企業向け賃上げ促進税制について、要件を緩和するとともに恒久化を図ること。

	【背景及び要望理由】

	中小企業向け賃上げ促進税制については、中小企業者等が雇用者への給与等支給額を前年事業年度より増加させた場合、その増加額の一部を税額控除でき、令和6年度税制改正では新たに5年間の繰越控除措置が創設されたほか、教育訓練費や子育てとの両立支援など上乗せ措置の緩和・創設などの強化が図られた。

今後はより一層、中小企業が優秀な人材を確保し、生産性の向上や将来の成長につなげていくためには、適用要件である雇用者給与等支給額などの前年度比増加要件を緩和するとともに、制度の恒久化を図るべきである。


	［要望事項］

	4．事業承継税制の特例措置について、法人版及び個人版ともに中小企業・小規模事業者等が積
極的に活用できるようにするため、それぞれ承継計画申請等の手続きの簡素化を図ること。

また、相続・贈与に係る適用期限の延長を行うこと。

	【背景及び要望理由】

	事業承継税制の適用を受けるためには、法人版・個人版ともに事業承継の予定時期、承継時までの経営見通しや承継の事業計画等を記載した承継計画が必要である。特例承継計画の申請件数は全国で累計約1万4千件を超え、拡充前より広く利用されるようになったものの、特例承継計画の提出件数は令和2年度から令和3年度はコロナ禍の影響で、感染拡大前と比較して減少した（令和元年度：3,450件※大阪府申請：311件、令和２年度：2,808 件※大阪府申請：231件、令和3年度：2,651件※大阪府申請：253件）。

また、令和4年度の申請件数についても2,681件（大阪府申請：243件）であり、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、イスラエル・ハマス戦争による海外情勢の不安定化に伴い物価高騰等の急激な経営環境が変化していること等が影響し、事業承継の具体的な検討が遅れていることが考えられる。70代以上の経営者は25.2％、60代経営者は26.6％と3割近く存在しており、全体の半数以上を占めており、事業承継の具体的な検討が遅れている経営者や今後本格的に事業承継に取り組むこととなる経営者が多いと考えられる。

中小企業・小規模事業者の経営者の高齢化が進行する中、円滑な世代交代を図ることで中小企業等の持続的な発展を確保することは喫緊の課題であることから、法人版及び個人版ともに中小企業・小規模事業者等が積極的に活用できるようにするためにも、手続きの簡素化を図るべきである。

また、相続・贈与に係る適用期限については、それぞれ5年間延長し、積極的な制度活用を促すことが求められる。平成30 年度の税制改正において特例措置が創設された法人版事業承継税制については、令和14年12月31日まで5年間延長すべきである（現行：10年以内の贈与・相続等、平成30年１月１日から令和9年12月31日まで）。また、令和元年度の税制改正において創設された個人版事業承継税制については、令和15年12月31日まで5年間延長すべきである（現行：10年以内の贈与・相続等、平成31年１月１日から令和10年12月31日まで）。


労働

	［重点要望事項］

	1．「2024年問題」といわれる運送業、建設業等への時間外労働の上限規制の適用が始まり、対応に迫られる中小企業に対して、適用開始後も引き続き支援を行うこと。特に大阪・関西万博の準備が本格化する中、法令順守と合わせて労働力の確保ができるよう支援を行うこと。

	【背景及び要望理由】

	いよいよ「2024年問題」といわれる運送業、建設業等への時間外労働の上限規制が始まった。働き方改革の一環として、労働基準法が改正され、時間外労働の上限が法律に定められ、中小企業は2020年4月から適用されている。時間外労働は原則として月45時間、年360時間（限度時間）以内、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間以内（休日労働含む）、限度時間を超えて時間外労働を延長できるのは年6ヶ月が限度とされている。一方、工作物の建設の事業（建設業）、自動車運転の業務（運送業）、医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県における砂糖を製造する事業については、時間外労働の上限について適用が5年間猶予されてきたが、その猶予措置もついに終了した。

令和6年4月1日より適用された業種の中小企業の現場においては、時間当たりの生産性を上げることで残業時間の削減を行ったり、工程の一部を見直すことで業務の効率を図るなど、法令を順守するために様々な工夫と努力を行っている。しかし一方で、操業度をどこまで加減すればよいか図りかねている中小企業もおり、現場の一部では混乱も見られる。法令順守の周知・啓発を徹底する等、引き続き支援が求められる。なお、当面は法令を守れていない中小企業への取り締まりを強化するのではなく、中小企業が法令順守できるよう支援することに重点を置くべきである。

また大阪・関西万博の準備が本格化していく中、工事の遅れが指摘されており、従事する中小建設業者にとっては、時間外労働の上限規制を順守しつつ、必要とされる労働力をいかに確保するかという難しい対応に迫られることになる。大阪・関西万博の開催に向けて、業界を挙げた確実な対応が実施されるよう、関係省庁が連携した手厚い支援が実施されるべきである。


	［重点要望事項］

	2．最低賃金の引上げについては、地方最低賃金審議会において都道府県の状況に応じた審議を
行うこと。また中小企業の支払い能力を超えない水準の引き上げにとどめること。

	【背景及び要望理由】

	最低賃金については、2030年代半ばまでに全国平均を1,500円にするという政府目標が表明されているが、政府目標に引きずられることなく最低賃金決定の3原則、特に事業者の支払い能力を十分に踏まえた丁寧な審議が行われるようにすべきである。

昨年度、最低賃金は全国平均で41円引き上げられ、過去最高水準の改定が行われた。これは物価高騰が続く中、労働者の生計維持を支える最低賃金の重要性が認識されるとともに、中小企業の経営状況に配慮しつつ、慎重に判断した結果といえる。

しかしながら、最低賃金の引き上げは、労働分配率が大きい中小企業にとって大きな負担である。特に中小企業においては、価格転嫁、生産性向上、人材確保に課題を抱えており、人件費増加による経営への影響が懸念される。

公正取引委員会や中小企業庁が進める「パートナーシップ構築宣言」推進など行政の努力により、価格転嫁は以前よりも進みつつあるものの、エネルギー価格や原材料費等、物価の高止まりが続いており、この上、最低賃金の上昇に伴って労務費も上昇すれば、中小企業の収益性の悪化は避けられない。そういった中小企業の経営状況を考慮し、最低賃金の引き上げは、中小企業の支払い能力を超えない水準の引き上げにとどめるなど、慎重に行うべきである。

中小企業が人件費上昇分の支払い原資を確保するためには、元請企業等との価格交渉において、労務費相当分の価格の上乗せを要求できる環境を整えることが肝要であり、引き続き支援を実施すべきである。

各種助成金による中小企業への支援については、さらなる拡充を図るべきである。また、業務改善助成金やキャリアアップ助成金の効果的な活用方法を示しつつ、利用促進を図るべきである。さらに助成金の活用と合わせて、適正な価格設定や取引慣行改善に向けた価格転嫁支援や、経営体質強化のためのコンサルティングを実施するなど、伴走型の支援も合わせて実施すべきである。


	［重点要望事項］

	3．外国人技能実習生、特定技能外国人労働者とも受け入れ職種の拡大を図るとともに受入の際
に必要な書類や手続きについて、オンライン化を含めた簡素化・迅速化を図ること。

技能実習に代わる新たな在留資格「育成就労」については、制度移行に伴う混乱を避けるため、
適宜情報提供を実施するとともに十分な制度移行期間を設け、制度移行の手続きに対する支援
を実施すること。また制度移行に伴って受入職種・受入人数が減少することがないよう、制度
設計を行うこと。

	【背景及び要望理由】

	日本国内の外国人就業者の数は、令和4年10月の水際対策の緩和以降増加の一途をたどり、令和5年6月現在、外国人技能実習生が358,159人、特定技能外国人は173,101人となっている。人手不足に課題を抱える中小企業にとって両制度に基づく外国人材の活用はもはや不可欠なものである。

外国人技能実習制度が廃止されることは決まったが、新制度が運用されるまでは、現行制度が続くことから、現在、外国人技能実習制度において課題となっている職種の拡大と手続きの簡素化・オンライン化については引き続き求めるものである。

新しい制度である育成就労制度の導入については、スムーズな移行と実効性のある制度設計を行い、中小企業が適切に外国人労働者を活用できるようサポートすることを求める。

ただし今後、育成就労制度への移行とその準備に監理団体並びに外国人材を受け入れる中小企業が苦慮することが想定される。混乱を避けるためにも十分な移行期間を設けるべきである。具体的には、新制度施行後3年間が望ましい。その理由は、制度移行期直前で実習生の在留資格で入国した外国人が、実習2号修了まで在留期間の途中で育成就労に在留資格を切り替える手続きが不要となり、煩雑さを回避できるからである。また制度移行に伴う手続きや書類の作成、専門窓口の設置や、個別相談やセミナーの開催など、中小企業への支援体制を充実させる必要がある。

育成就労制度における転職（転籍）について、制度の運用を円滑化するためにも、具体的な要件や手続きを明確化すべきである。また特に懸念されるのが、新制度において特定技能の職種・分野と一致させることによる受入職種の減少である。新制度への移行によって、現在の実習制度で受入可能な職種・人数が減ることで、中小企業の人材確保の機会が減少することのないよう、育成就労制度において継続して受け入れられるよう制度設計すること。


	［重点要望事項］

	4．「年収の壁」の解消を目指した支援強化パッケージの運用については、中小企業・小規模事
業者が「年収の壁」対応に向けた取り組みを確実にできるよう支援策を講じるとともに、扶養控
除における年収要件の撤廃を含めた抜本的な見直しを行うこと。

　また、中小企業・小規模事業者の従業員の実質賃金の引上げを図るため、中小企業・小規模事
業者の従業員に限定し、新たな所得控除を創設すること。

	【背景及び要望理由】

	配偶者の扶養に入るパート労働者である「第3号被保険者」は、社会保険料を納めなくても基礎年金の受給や保険医療といった社会保障を受けることができる。配偶者の扶養に入りパートなどで働く人が、一定の年収額を超えると扶養を外れた場合に年金や医療の社会保険料の負担が生じ、手取りの収入が減るため、扶養の範囲内に労働時間を就業調整する労働者が多く、いわゆる「年収の壁」問題となっている。社会保険料の負担が発生する年収額「106万円」「130万円」の対策を図るため、政府は令和５年10月より、「年収の壁」の解消を目指した支援強化パッケージの運用を開始した。

「106万円壁」については、手取り収入を減らさないよう賃上げなどの対応をした企業を対象に、従業員の保険料負担を実質負担するため、「社会保険適用促進手当」の支給が最大2年間設けられ、労働者一人当たり最大50万円を助成される。「130万円の壁」については、収入が一時的に上がり年収130万円を超えた場合、事業主がその旨を健保組合等へ証明することにより、引き続き被扶養者認定を受けることが可能である。

年末の繁忙期に向けた残業などが認められる可能性等の即効性はあるものの、対策後の見通しは不明確であり、また、「130万円の壁」については、どの程度の超過まで認められるか等、具体的な内容が現時点では示されていない。したがって、中小企業・小規模事業者が「年収の壁」対応に向けた取り組みが確実にできるよう支援策を講じるとともに、さらにパッケージの実効性確保のため扶養控除の年収要件撤廃を含めた抜本的な見直しが必要である。

中小企業向け賃上げ促進税制（中小企業者等または従業員数1,000人以下の個人事業主が対象）について、教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置が講じられ、教育訓練費の増加割合が5%以上等である場合に適用できることとなった。また、子育てとの両立支援、女性活躍支援に積極的な企業への上乗せ措置に加え、５年間の繰越控除制度が創設された。税額控除率は最大45%となり、その適用期限は３年延長された。

しかし、中小企業・小規模事業者の従業員の実質賃金の引上げを図るためには、中小企業・小規模事業者の従業員に限定した、新たな所得控除を創設することが必要である。


	［要望事項］

	5．「人への投資」を推進するにあたっては、労働者から企業へ、大企業から中小企業へ支援の
軸足をシフトすること。また労働生産性向上のカギとなるデジタル技術の活用推進のため、中小
企業のデジタル投資とデジタル人材の確保に向けた取り組みを引き続き支援すること。

（1）DX・GXのカギとなるリスキリングについては、中小企業単独では難しいため、組合等
を通じた支援が実施できるよう施策を行うこと。また大企業の人材・ノウハウを中小企業で活用
できるように、兼業・副業の促進を図ること。

（2）人材の流動化を促進するにあたっては、中小企業の人材の確保につながるよう解雇規制の
緩和を含めた施策など、大企業に人材が偏在することのないよう必要な施策を講じること。

	【背景及び要望理由】

	国が各省を通じて展開しているリスキリング支援政策については現在進行中であるが、特に中小企業への支援がまだまだ不十分であり、多くの労働者が個人の努力でスキルアップを追求しているのが現状である。一方、海外ではリスキリングが積極的に行われており、企業や政府が労働者のスキルアップを支援しているが、日本ではまだリスキリングに取り組む企業が少なく、個人の努力が主流であることが課題として浮き彫りになっている。株式会社SOKKINが行ったアンケートによれば、86%の人が新たなスキルを必要と感じているが、実際にリスキリングに取り組む人は34%に過ぎず、時間的制約が主な理由となっている。調査では、語学やプログラミングなどのスキルが特に求められており、個々のニーズに合わせた主体的な取り組みが望ましいとされている。

各種支援政策は、厚生労働省を中心とした労働者への支援がメインであるが、経済産業省を含めた中小企業に対する支援も行うことが重要である。またリスキリングによる人材確保の動きは大企業が中心であるが、中小企業の人材確保にもつながるよう、中小企業での取組を優先して施策を実施すべきである。

中小企業のイノベーションのカギとなるDX・GX人材の確保については、中小企業が自前で教育することは難しいため、組合等を通じた支援が必要である。大企業から中小企業に人材を移動させるためにも、兼業・副業を推進する際には、企業に雇用される形式だけでなく、業務の委託を受ける形での働き方も普及するよう施策を実施すべきである。「人への投資」を通じて失業なき雇用の移動による人材の流動化を促し、特に人材確保が難しい中小企業に人材が流れ､大企業に人材が偏在することがないよう､解雇規制の要件緩和を含めた施策面での後押しを強化する必要がある。


	［要望事項］

	6．社会保険料については、中小企業の経営実態等に配慮し、事業主に対する社会保険料負担が
これ以上過度にならないよう、公費負担の割合を増やすなど抜本的な見直しを行うこと。

特に雇用保険料については、保険財政の立て直しに際して国庫の負担割合を引き上げ、安易に
雇用保険料率の引き上げに頼ることのないようにすること。

	【背景及び要望理由】

	我が国の社会保障制度は、保険料を主要財源とし、拠出を要件として給付を行う社会保険方式により運営されており、健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料（事業者側の負担の方が大きい）は労使折半で負担し、労災保険料は事業主が全額負担することが法律で義務付けられている。

令和5年度予算ベースでは、社会保障給付費は、年金、医療、福祉を合わせて134.3兆円で、23年前（平成12年）の78.4兆円と比較して1.7倍と大幅な増加となっており、それらを賄う負担の内訳として、保険料が77.5兆円（59.3%）、公費が53.2兆円（40.7%）と、保険料中心の構成となっている。

我が国の急速な高齢化の進展に伴い、社会保障給付費の増加とともに社会保険料率の引上げは今後も当面続くことが予想されるが、現行、労使折半となっている健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料については、中小企業の経営実態等に配慮し、事業主負担がこれ以上過度にならないよう、国や自治体がその一部を負担することを含め、抜本的見直しを行う必要がある。

健康保険財政については、国庫補助率をまずは法律で規定されている上限である20%の負担に引き上げ、あわせて法定割合を引き上げるべきである。

特に雇用保険料については、コロナ禍における雇用調整助成金の大幅な支出による雇用保険財政の悪化に伴い、令和５年度、大幅な引き上げが行われた。今後は安易な引き上げはせず、財政の立て直しを行う際には国庫負担割合を現行制度の原則的な負担割合である1/4より引き上げるべきである。

我が国の社会保障費の増大と財源確保の重要性は言うまでもないが、今後は中小企業も賃上げへの対応が重要であり、賃金の上昇により社会保険料の事業者負担増にならないよう適切な施策を講ずるべきである。


商業・流通

	［重点要望事項］

	1. 中小・小規模事業者の取引条件の改善及び公正な取引環境整備のため次の対策を講じること。

(1)「2024年問題」を抱える運送業者の価格転嫁が適切に行われるよう、価格据置きへの対応を含めた「買いたたき」の取り締まりや荷主を下請法の対象とするなど、下請法の改正を早急に行うこと。また「パートナーシップ構築宣言」については、実効性を検証するとともに、価格転嫁に資する内容とすること。
(2)中小企業等協同組合法に基づく団体協約締結制度については、組合員の価格転嫁が円滑に進められるよう、国の権限を強化すること。
(3)国は、商業・物流業において、優越的地位の濫用と不当廉売に該当する事業者に対して罰則強化を行い、取引の公正化を促進すること。

	【背景及び要望理由】

	(1)価格転嫁については、2021年9月より毎年9月と3月を「価格交渉促進月間」と設定し、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中小企業に対しアンケート調査及び下請Ｇメンによるヒアリングを実施し、結果をとりまとめている。2023年3月と9月の結果を比較すると、「発注側企業から交渉の申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合は7.7%→14.3%と約倍増し、「価格交渉を希望したが、交渉が行われなかった」割合は17.1%→7.8%と10pt程度減少するなど、取り組みの効果が出てきている。しかしながらトラック運送業での価格交渉は全業種（27業種）中22位、価格転嫁率は24.2%(同27位)となっており、全業種の最下位である。価格交渉は行われたが、全く転嫁できなかった企業割合においてもトラック運送業は28.9%(同27位)で最下位となっていることから、価格転嫁率の向上に向け、トラックGメンの調査機能を強化させる等、運送業の価格転嫁が適正に行われるよう監視体制強化を図るべきである。さらに、昨今、大企業が相場よりも安い単価や不当な条件で下請け事業者に仕事を強いる、いわゆる「買いたたき」が横行している実態を踏まえ、当該行為が下請法上の実質的な「買いたたき」とするとともに、運送事業者に支払う運賃を著しく低い水準に抑える荷主を下請法上の対象とするなど、下請法の改正を早急に行うことが必要である。また、「パートナーシップ構築宣言」においては、宣言した会社内や取引先等での認知度向上と宣言が実行されているか調査を行い、宣言の中に価格転嫁について明言することと等、価格転嫁の促進につながる宣言にする必要がある。

(2)組合における団体協約の締結は中小企業等協同組合法に基づき、組合に与えられている権利であり、「労務費等の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の中でも、価格交渉の手段であると記載されている。去る5月22日付で、日本自動車車体整備協同組合連合会から損害保険大手4社に対する価格交渉の申し入れが30年ぶりに為されたが、実際には組合員と取引事業者との間で価格交渉の場を持つことが難しく、また、決裂するケースも多いことから、双方が円滑に価格交渉できるような環境整備を国の権限において行うことが必要である。
(3)(2)独占禁止法の罰則は令和元年度に改定され、課徴金の算定方法の見直し等が行われ、令和5年度に公正取引委員会は、優越的地位の濫用による価格転嫁に応じない企業名の公表を行っているが、優越的地位の濫用と不当廉売の注意件数は依然として高い水準(令和3年度46件【小売業者25件、物流取引15件、卸売業者3件、宿泊業者2件、冠婚葬祭業者1件】、令和4年度55件【小売業者24件、物流取引14件、卸売業者10件、宿泊業者3件、冠婚葬祭業者2件、その他2件】また不当廉売による注意件数は令和3年度244件【酒類29件、石油206件、家庭用電気製品1件、その他8件】、令和4年度192件【酒類37件、石油151件、その他4件】）であるので、健全な取引の促進に繋がるよう罰則強化を行う必要がある。


	［要望事項］

	2．2025大阪・関西万博の開催や将来のIR事業に国内・国外から多くの観光客の来場が予想
され、大きな経済効果が期待される。しかし、その一方ではオーバーツーリズムや人材不足など
の課題が懸念される。これらの課題を解決し、中小・小規模事業者が経済効果を享受できるよう、
インフラ整備をはじめ必要な施策を講じること。

	【背景及び要望理由】

	大阪・関西万博やIR事業によって、大阪への訪日観光客の増加が予想される。経済効果はそれぞれ１兆円以上と試算されており、来場者数も2,000万人以上と予想されている。

しかし、近年、オーバーツーリズムの問題が出てきており、オーバーツーリズム対策や国内旅行客の機会損失、人材不足などの課題が懸念されている。

また、インフラ整備については万博開催中にもIR関連建設工事が行われるため、交通渋滞の深刻化が予想されている。

万博やIRの経済効果を中小・小規模事業者が享受し、鉄道延線の増線や自動車道の増加、観光客専用道路の設置等、タクシー等業界団体の意見を反映したライドシェアの導入の施策を講じる必要がある。また、人材不足解消に繋げるため、ICT導入やEXPOデジタルウォレットの促進等の支援強化等の施策を講じる必要がある。


	［要望事項］

	3. 「2024年問題」「2025年の崖」といった厳しい経営環境に直面する中小流通業、中小卸売・
小売業が、経営の安定化を図れるよう、次の措置を講じること。

(1)物流及び運輸業界における「2024年」問題対応支援策として、荷主企業への物流に対する
意識改革強化、取引の適正化、流通網の機能強化といった支援強化を実行すること。

(2)中小卸売・小売業が人材不足や人件費・原材料高騰、多様化する消費者ニーズへの対応や
生産性の向上などの課題に対応できるよう、大手ECサイトへの出店などBtoC促進のための支援策の充実強化を図ること。

(3) 中小流通業、中小卸売・小売業は「2025年の崖」により経済停滞が生じることが懸念さ
れており、DX化の促進は喫緊の課題となっているので、中小流通業、中小卸売・小売業でのDX化を促進させるための支援策強化を早急に講じること。

	【背景及び要望理由】

	(1)政府は物流及び運輸業界における「2024年問題」に対応するため「物流革新緊急パッケージ」を令和5年10月に策定し、荷主企業や消費者の物流に対する意識改革や荷主企業が違反行為となるような委託を行っていないかといった不公正な取引の取り締まり強化、モーダルシフトの環境整備等令和5年度補正予算・令和6年度予算を活用し取り組みを進めている。しかし、物流業界において自動化技術やロボットの導入が進んでいないため、効率化の機会を逃している事や鉄道や海上輸送などのモーダルシフトを推進する施策が不足しているため、トラック輸送の過度な依存が続いているといった問題点があり、更なる実効性向上と不正な物流取引の取り締まり強化や支援策の拡充を図る必要がある。

(2)中小卸売・小売業における「2024年問題」は、労働時間に制約があるなどにより人材不足解消が喫緊の課題となっている。課題解決には、スマートレジの導入、配膳ロボットの導入やECサイト出店といった効率的な業務遂行を図る必要があるので、ECサイト出店の際の出店料補助などBtoCに向けた業務効率化支援を強化、ECサイト、スマートレジ活用方法等の支援を行う必要がある。

(3)「2025年の崖」の課題として、業務の効率化がある。「2025年の崖」において、既存の基幹システムやソフトウェアが時代遅れの「レガシーシステム」になってしまうため、2020年以降の新たな設備やシステム等に対応するためのDX化を実行する必要がある。実行しない場合の想定として、2025年から年間で約12兆円の経済損失が発生することが予測されており、中小・小規模事業者におけるDX化は喫緊の課題となっているので、DX化を促進する支援策の強化が必要である。


	［要望事項］

	4. 流通業務市街地整備法は、現在の商業・流通環境に齟齬をきたしているため、業種制限等を廃止し、卸商業団地において異なる業種・業態の誘致や用途拡大等、資産の有効活用が図れるよう、制度改正を行うこと。

	【背景及び要望理由】

	流通業務市街地整備法は、流通の近代化を図るため、昭和41年に制定されたが、産業構造の変化や業務のIT化、消費者の生活動向の変化等により、商環境・流通環境といった流通拠点を取り巻く環境が大きく変化しているにも関わらず、大きく改正されることなく今日に至っている。

卸商業団地では、商環境・流通環境の変化により、単一業種で維持することが困難となっている。

また全国卸商業団地協同組合連合会が会員組合に対して行ったアンケートによると、約3割の団地組合が「組合所有の余剰地、未利用地がある」、「組合撤退後の未処分地（組合員ないしは第三者が所有）がある。」と答えている。さらに老朽化した建物を建て替える際、用途制限がかかる為、建て替えが困難となっており、資産有効活用の妨げとなっている商業、流通業、中小卸、小売業の発展のために業種制限を廃止し、卸商業団地における資産を有効活用するための制度改正を行う必要がある。


工業・環境
	［重点要望事項］

	1．国は中小企業が事業活動を積極的に行っていくために革新的サービス開発・試作品開発・生
産プロセスの改善につながる設備投資等を支援するため、「ものづくり補助金」ならびに「中小
企業省力化投資補助金」を恒久化すること。

また、補助金を必要とする中小企業に対して、活用促進につながる情報発信やフォローアップ
体制の整備を強化すること。

	【背景及び要望理由】

	ポストコロナを踏まえ、中小企業が事業活動を活性化し成長することで、持続的な賃上げが可能となり経済が好循環する。

そのためには、中小企業が積極的に設備投資に取り組む環境を整備することが肝要であるので、「ものづくり補助金」は令和6年度、「中小企業省力化投資補助金」は令和8年度で終了することなく恒久化することが必要である。

賃上げ、企業の稼ぐ力や生産性の向上が企業に求められている状況において、事業活動を積極的に行うには、「ものづくり補助金」や「中小企業省力化投資補助金」は極めて有効な施策であるため、両補助金の恒久化と併せて、中小企業での補助金活用がさらに促進されるように情報発信を充実させる必要がある。また、補助金事業の実効性向上のため補助金活用後の事業活動支援などのフォローアップ体制の整備を強化することが不可欠である。そのためには、補助金事務局を担う中央会のネットワークやノウハウを活用することが肝要であり、中央会において中小企業への情報発信やフォローを積極的に行えるよう必要な措置を講じるべきである。


	［要望事項］

	2. 国は中小企業が災害時に事業継続や迅速な復興をできるように、事業継続や危機管理体制の構築といった中小企業のBCP策定に向けた自主的な取り組みを促進するための支援とBCP策定後のフォローアップ体制を強化するなど、必要な措置を講じること。

	【背景及び要望理由】

	近年毎年のようにゲリラ豪雨、台風などの風水害や土砂災害などの自然災害ほか、感染症拡大などのリスクも目に見える形で社会生活、企業活動に影響を与えている。さらに、不穏な海外情勢やサイバー攻撃などの経営リスクが高まり、企業には危機管理が強く求められている。

事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2023年帝国データバンク）によると、2023年のBCP策定率は 大企業では35.5%であるのに対して、中小企業では15.3%となっており、中小企業では大企業に比べてBCP策定率が低くなっている。またBCPを「策定していない」理由については「スキル・ノウハウの不足」、「人材確保できない」の回答が上位となっている。

災害時において、企業の99％超を占める中小企業の事業継続が進まないと、災害からの早期復興が困難となる。

また、中小企業が平常時から緊急事態に対する準備をすることは、事業継続のみならず企業価値の維持・向上の観点からも重要であるため、中小企業に対するBCP策定につながる支援やフォローアップ体制の強化を行う施策を早急に講じる必要がある。


	［要望事項］

	3．国は中小企業におけるSDGsの自主的な行動を促進させるための普及啓発を強化すること。併せて中小企業が実施する自主的な行動を支援するため、補助金審査での加点項目化や入札参加資格での優遇措置などの新たな制度を早急に創設すること。

	【背景及び要望理由】

	SDGsは2015年9月に国連で採択された2030年までの国際開発目標である。経済活動においてもSDGsの取組みが拡大しているが、経営資源が限られる中小企業・小規模事業者においては、社会的課題の解決と企業経営との直接的な関連性がイメージしにくく、多くの企業で具体的な取組みに至っていない。

SDGs に関する企業の意識調査（2023年　帝国データバンク）によると、大企業ではSDGs に積極的な企業が71.6%であるのに対して中小企業では50.4%（うち小規模企業では42.8%）と、企業規模間に格差がある。

社会全体でSDGsに対する取組みを進めていくうえで、中小企業におけるSDGs への意識の向上は不可欠であるため、中小企業におけるSDGsの自主的な活動を促進するため、これまで以上に普及啓発を強化するとともに、補助金審査での加点項目化や入札参加資格での優遇措置といった支援制度を創設することが必要である。
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